
28 年 6 月 30 日

　　〒

標記について、次により助成金を助成されるよう関係書類を添えて申込みます。

人

人

    確認できる資料

    き定員数が確認できる資料

９．その他

【
助
成
申
込
者
】

２．企業主導型保育事業（運営費）所要額調書及び収支予算書（様式第１－１号）

３．企業主導型保育事業（運営費）算定額（見込）調書（様式第１－２号）

４．児童福祉法第59条の2第1項に基づき都道府県に届け出た書類（写）

５． 保育施設の平面図(保育室、その他の部屋別面積）（３．と重複する場合は省略可）

６． (事業類型欄で（２）を選択した場合)平成28年4月1日より増加した定員数が

shinsei@kigyounaihoiku.jp

03-5766-3801

03-5766-3803

※助成要領「第１の１．助成の対象」に定めるいずれかの事業類型を選択すること。

   (届出予定の場合は、届出後速やかに提出すること。）

150-0011

印
代表取締役 保育 太郎

企業主導型保育園

＜様式第１号＞

電話番号

ＦＡＸ

保育　次郎

企業主導型保育助成事業部

○○ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ　△△ｼﾞｷﾞｮｳｼｮ

○○株式会社　△△事業所

担
当
者

平成28年度企業主導型保育事業（運営費）助成申込書

フ リ ガ ナ

平　成

 助 成 申 込 金 額 72,000

公益財団法人

東京都渋谷区東2-22-14 ロゼ氷川6階

       児童育成協会　理事長　　殿

住 所

法人名及び事業所名

フ リ ガ ナ
代表者役職氏名

保育施設名

ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ ﾎｲｸ ﾀﾛｳ

                 

千 円

50保育施設定員数

 ｅ -メ ー ル

８．保育従事者の保有する資格等が確認できる資料（４．と重複する場合は省略可）

（保育士資格証、市町村が行う研修等の修了証、保健師・看護師・准看護師の免許証の写しなど）

７．（事業類型欄で（３）を選択した場合)本年度において申請を予定している空

助成要領第１の１．（２）又は（３）により実施する場合に、その増加定員数又は空き定員数 0

事業類型（※）

氏　　名

所 属・職 名

 前 年 度 児 童 手 当 拠 出 金 納 付 実 績

添付書類

有 無

(1) (2) (3) (4)

記入例

第一次申込書の提出日を記入して下さい。

複数のものが共同

して事業を実施して

いる場合は、当該

複数の者の代表者

が助成の申込を

行って下さい。

児童手当拠出金は厚生年金保険料と一緒

に納めるものです。厚生年金適用事業所で

あれば「有」に○が付くはずです。



法人名

（単位：円）

選定額

A,B,Cのうち、
最も低い額

Ａ Ｄ

72,000,000 72,000,000  

30,000,000

5,000,000

20,000,000

5,000,000

5,000,000

5,000,000

100,000

1,900,000

72,000,000

平成28年度企業主導型保育事業（運営費）収支予算書

平成28年度企業主導型保育事業（運営費）所要額調書

○○株式会社　△△事業所

総事業費
対象経費の

実支出
（予定）額

補助額

Ｂ Ｃ

72,000,000 76,217,826

支　　　　　出

72,000,000

1,000,000

500,000 給食費支出

保育士給料支出

連携推進職員給料支出

収　　　　　入

企業主導型保育事業助成金収入

利用者負担額（保育料）

連携企業受託収入

△ 1,500,000

福利厚生費支出

研修研究費支出

賠償責任保険料支出

その他事務費支出

合　　　計 72,000,000 合　　　計

＜様式第１-１号＞

収入超過調整 保育材料費支出

記入例

「Ａ欄」及び「Ｂ欄」には、

収支予算書の支出の合

計額が表示されます。

「Ｃ欄」には、＜様式1-2

号＞算定額（見込）調書

の積算の「基本分合計＋

加算分合計」が表示され

ます。

平成28年度の収支見込を記入して下さい。

プルダウンの費目リストはサンプルです。

適宜修正して記入して下さい。

収支が合わないと「収入≠支出」が表示され

ます・収支が合うようにして下さい。

例）収入不足の場合

→「本部会計からの繰入金収入」で補てん

収支が合わないと「収入≠支出」が表示されます。収

支が合うようにして下さい。

例）収入不足の場合

→「本部会計からの繰入金収入」で補てん

例）収入超過の場合

→「収入超過調整」で収入にマイナスを立てる

※このような科目はありませんが、今回の

算定上、便宜的に設けています。

賠償責任保険の加入状況の確認のため、賠償

責任保険料の支出額は必ず記載して下さい。



１．基本分

月

① 定員数（各月初日の定員数）

☆
☆
☆
☆
※

※欄には、定員のうち、従業員枠に該当する定員数を記載すること。

（積算）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

（その他）

利用定員 連携（契約）企業負担額（月額）

10人 1,000,000円

26,600

34,200

29,500

34,300

161,540

96,520

7月6月

利用者負担相当額
（１人当たり月額）

0人 0人0人 0人

乳児

基本分単価
助成要領（別表1）①

249,150

87,880

0人 0人 0人

☆欄には、助成要領第１の１．（２）又は（３）により実施する場合に、その増加定員数又は空き定員数を記載する
こと。

1,005,300

1,225,600

3月

4,578,550 4,578,550

基本分合計

連携（契約）企業名

□□株式会社

0人

150人

1、2歳児 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

0人

0人 0人 0人

0人

20人 200人

0人

乳児

3歳児

15人 15人 15人15人

0人 0人 0人 0人 0人 0人

50人5人 5人 5人

6月 7月

15人 15人

4歳以上児 0人 0人

15人

0人0人

0人 0人 0人

平成28年度企業主導型保育事業（運営費）算定額（見込）調書

5人

25人 25人 25人 25人 25人 25人 250人25人 25人 25人 25人

100人

合計

5人 5人 5人 5人乳児

全年齢

1、2歳児

3歳児

10人 10人 10人 10人

4歳以上児 20人 20人 20人 20人

5人 5人

10人10人

0人 0人 0人 0人 0人

20人 20人 20人 20人 20人

0人

1月 2月 3月

10人 10人 10人

15人 15人

10人

8月 9月 10月 11月 12月

15人

＜様式第１-２号＞

1、2歳児

3歳児

4歳以上児

乳児

1、2歳児

3歳児

合計(月)

4歳以上児

10月

1,074,250

1,273,400

1,005,300

1,225,600

11月

1,074,250

1,273,400

1,005,300

1,225,600

9月

1,074,250

1,273,400

1,225,600

4,578,550

1,074,250

1,273,400

1,005,300

1,225,600

8月

1,074,250

1,273,400

1,005,300

1,225,600

2月

1,074,250

1,273,400

1,005,300

1,225,600

4,578,550 4,578,550

0

乳児

1、2歳児

3歳児

4歳以上児

1,074,250

1,273,400

1,005,300

1,225,600

12月

1,074,250

1,273,400

1,005,300

1,225,600

4,578,550

1,074,250

1,273,400

1,005,300

1,225,600

1月

1,074,250

1,273,400

1,005,300

加算分合計45,785,500 30,432,326

事業開始月
6

開所時間
1日11時間開所

開所日数
週7日開所

保育士比率(%)
75%

補助額（1人当たり月額）
（基本分単価 － 利用者負担相当額）

214,850

127,340

67,020

61,280

地域区分
20/100地域

合計(月) 4,578,550 4,578,550 4,578,550 4,578,550 0

記入例

今年度の当該事業の開始

した月を入力して下さい。

助成要領（別表１）から

当該保育施設の地域

区分を選択して下さい。

当該保育施設の、保育士比率、

開所時間、開所日数を選択して下

さい。

施設の定員数を入力して下さい。

年度末まで各月固定となります。

助成要領第１の１．（２）又は（３）により

実施する場合に、その増加定員数又

は空き定員数を入力して下さい。

積算は各項目の入力値から自動計算されます。

従業員枠において、設置者と連携した企業が利用し

ている場合には、その連携内容を入力して下さい。



（以下は、該当がある場合に記載）

２．延長保育加算

前 分 前

後 分 後

３．夜間保育加算

開所時間 ： ～ ：

仮眠のための設備
その他夜間保育に必要な設備、備品 （ ）

※該当する部分に☑を、(  )内には具体的な設備、備品名を記載すること。

４．非正規労働者受入推進加算

① 定員総数 名
② 入所児童数 名 （各月初日の平均値を記載）

③ 非正規労働者受入推進枠 名

５．病児保育加算

①病児対応型

： ～ ：

②病後児対応型

： ～ ：

③体調不良児対応型

： ～ ：

６．預かりサービス加算

： ～ ：

７．賃借料加算

賃借料（月額） 円 （契約書（写）等、金額が分かる資料を添付すること）

８．連携推進加算

企業主導型保育事業を実施するうえで必要な職員を、実施要綱第3の2の(3)により算定される
職員に加えて配置

開所日数
看護師等

800,000

8 00 19 00

開所時間

8 00 19 00

保育士 家庭的保育者 研修受講者

対応型

10 300 1 2

・①欄について、1月に満たないものは切り捨てることとする。

延長時間② 平均対象児童数③

3

6

50

5

300

8 00 22 00

50

10 600 2 1 1

300

実施月数
利用児童数
（年間のべ）

職員配置
開所日数

保育士

・②欄について、「延長保育事業の実施について（平成27年7月17日雇児発0717第10号）」４
（１）④イに基づく延長保育時間を記載すること

・③欄について、「延長保育事業の実施について（平成27年7月17日雇児発0717第10号）」４
（１）④イに基づく平均対象児童数を記載すること

実施月数
利用児童数
（年間のべ）

開所日数
看護師等 保育士

実施月数
利用児童数
（年間のべ）

職員配置
開所時間

開所日数
看護師等 保育士

実施月数
利用児童数
（年間のべ）

職員配置
開所時間

開所時間
職員配置

実施月数①

10
合
算

2 時間

1 時間
3 時間 0 分

一般型 余裕活用型

該当の加算額は、積算の加算分合計に表示されます。

詳細は集計シートをご覧ください。

助成申込時には算定されません。（支払い時に

非正規労働者受入推進枠の実績に応じて算定

します。）

実施月数には、該当の病児保育事業の実施見込み月数

を入力して下さい。

利用児童数（年間のべ）は、見込み数を入力して下さい。

実施月数には、該当の預かりサービス事業の実施見込み

月数を入力して下さい。

利用児童数（年間のべ）は、見込み数を入力して下さい。

該当の対応型を選択して下さい。

該当する場合に☑して下さい。



＜集計シート＞

１．基本分

円

円

円

円

（以下は、該当がある場合）

円

円

円

円

円

円

円

円

２．延長保育加算

前 円

後 円
円

３．夜間保育加算

開所時間 ： ～ ：

仮眠のための設備
その他夜間保育に必要な設備、備品 （ ）

円

円

円

４．非正規労働者受入推進加算

①定員総数 名
②入所児童数 名
③非正規労働者受入推進枠 名 円

定員区分

41人～50人

保育士比率(%)

75%

1、2歳児 161,540

乳児 249,150

事業類型

(1)

施設の定員数

50

年齢区分
基本分単価

※助成要領（別表1）①

開所日数

1日11時間開所 週7日開所

地域区分

20/100地域

4歳以上児 87,880

3歳児 96,520

開所時間

8 00 22 00

3歳以上児

3歳未満児

基準額

17,000

15,000

賃借料加算額

加算分合計

4,429,160

30,432,326

延長時間 平均対象児童数

2～3時間

1時間

3

6

月数

10

10

連携推進加算額 4,420,000

2,689,166

8,200,000

0

9,114,000

1,580,000

延長保育加算額

非正規労働者受入推進加算額

夜間保育加算額

病児保育加算額

預かりサービス加算額

加算額
（基準額÷12×月数）

基準額(年額)

1,993,000

1,234,000

合計 8,200,000

対象児童数
（定員数合計）

350

150

加算額
（基準額×対象児童数）

5,950,000

2,250,000

2,689,166合計

1,660,833

1,028,333

50

50

5

加算額

0

記入例

積算は各項目の入力値から自動計算されるた

め入力できません。



５．病児保育加算

① 病児対応型

： ～ ：

② 病後児対応型

： ～ ：

③ 体調不良児対応型

： ～ ：

円

円

円

円

６．預かりサービス加算

： ～ ：

円

７．賃借料加算
賃借料（月額） 円（契約書（写）等、金額が分かる資料を添付すること）

円

８．連携推進加算

企業主導型保育事業を実施するうえで必要な職員を、実施要綱第3の2の(3)により算定される

職員に加えて配置

円

800,000

対応型

00 0

実施月数
利用児童数
（年間のべ）

職員配置
開所時間

00

一般型 600 1,580,000 1,580,000

保育士 家庭的保育者 研修受講者

開所日数

00 0

合計 9,114,000

30010 600 0 0 0 0

開所日数

実施月数
利用児童数
（年間のべ）

職員配置

看護師等 保育士

0

0 0 0 0 0

10 300 1 2 8

開所時間 開所日数
看護師等 保育士

実施月数
利用児童数
（年間のべ）

職員配置

19 00 30000

00 0

4,834,000

0

開所日数
看護師等 保育士

0③体調不良児対応型

9,114,000

0

0

加算分（基準額）

4,280,000

0

対応型

①病児対応型

②病後児対応型

加算額
（基本分＋加算分）

0 0 0 0 0 00 0

加算額

4,420,000

実施月数
利用児童数
（年間のべ）

職員配置
開所時間

開所時間

5,315,000 442,916 4,429,160

低い方の月額 月数

442,916 10

基準額（年額） 基準額（月額） 加算額

対応型 年間延べ利用児童数 基準額 加算額

00 0

基本分
（6カ月未満は半額）

一般型 余裕活用型


